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京 丹 後 市

京丹後市一般会計当初予算の概要



◆　“産業・雇用”総力支援策の継続

　極めて厳しい地域経済及び雇用情勢のなかで懸命に踏ん張っている地域産業、市民の皆

さんの仕事や生活を総力を挙げて支えるため、平成２１年度に引き続き、“産業・雇用”

総力支援策を最優先課題として取り組む

◆　まちの“元気と未来開拓”への取り組み

　まちに元気と笑顔があふれるまちづくり、また、未来への飛躍・発展に向けたさまざま

な取り組みに挑戦しつつ、合併特例措置終了後の財源構造を想定して、持続可能な“まち”

の基盤づくりを開始する

◆　４つの健全化判断比率への対応

　２０年度決算から健全化判断比率（①実質赤字比率､②連結実質赤字比率③実質公債費比率

④将来負担比率）のいずれかが早期健全化基準を超えた場合は、「財政健全化計画」の策定が

義務付けられるため、当初予算編成の段階から各種比率の抑制に留意した予算編成とした

　平成２２年度一般会計当初予算フレーム

　予算のポイント

　平成２２年度一般会計当初予算　　２９３億４,０００万円（対前年度△２.１％）
　　　　　　　　　　　　　　　　（こども手当の創設による増額分＜約８億円＞を含む）

《基金》１５年度末現在高（合併時）　２７.６億円　➭　２２年度末現在高見込　 ３９.３億円
京丹後市発足時と比較し基金現在高が約１２億円増加

《市債》１５年度末現在高（合併時）４６７.９億円　➭　２２年度末現在高見込 ４２３.５億円
京丹後市発足時と比較し市債現在高が約４４億円減少

予算規模
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※16年度は、合併による旧町打切分を含む
※20年度は、市長選挙のため骨格型予算

　　　産業・雇用・生活を総力を挙げて支え、
　　　　　　　まちの元気と未来開拓を推進する市民生活最優先の予算

億円
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　　当初予算の規模

２９３億４,０００万円（21　２９９億６,０００万円） ６億２,０００万円の減

※対前年度　△２.１％ 〔地方財政計画　△０.５％〕

１８４億２,２１０万円（21　１８５億９,３９０万円） ※対前年度   　△０.９％ １４会計

  ７８億８,８８６万円（21　  ９０億６,３５９万円） ※対前年度　　 △１３.０％ 　２会計

５５６億５,０９６万円（21　５７６億１,７４９万円） ※対前年度　　 △３.４％

　　主な歳入のポイント（一般会計）

(1) ５３億８９４万円（21　５４億６,１６８万円）　△１億５,２７４万円

対前年度　△２.８％ 〔地方財政計画（市町村分）　△５.７％〕

・個人市民税 １８億     ３９万円 （21  １９億４,１１５万円) △１億４,０７６万円

・法人市民税  ２億２,９７２万円 （21    ２億４,７２１万円) △１,７４９万円

・固定資産税  ２４億２,７４６万円 （21  ２４億１,８１６万円) ９３０万円

・市たばこ税 ６億５,０００万円 （21    ６億５,０００万円) 

(2) １２８億円（21　１２３億円）　５億円増

対前年度　４.１％増 〔地方財政計画　6.8％増、雇用等臨時特例費を創設〕

※臨時財政対策債を含めた場合（実質的な地方交付税の総額）

１４７億２,５００万円（21　１３６億５,０００万円) 　１０億７,５００万円増

対前年度　７.９％増 〔地方財政計画　17.3％増〕

(3) ３６億５７０万円（21　４２億５,２５０万円）　△６億４,６８０万円

対前年度　△１５.２％ 〔地方財政計画　14.0％増〕

※うち　臨時財政対策債　１９億２,５００万円（21　１３億５,０００万円）　５億７,５００万円　４２.６％

〔地方財政計画（市町村分) 　50.8％増〕

⇒　地方債依存度　１２.３％（21　１４.２％） 　〔地方財政計画　16.4％増〕

⇒　プライマリーバランス　１７億１,８３７万円黒字　（歳入額－市債発行額）－（歳出額－公債費）

⇒　年度末市債現在高見込額　４２３億４,７２４万円（21　４３３億８,９３９万円）　△２.４％　

　　 住民１人当たりの市債額（一般会計）　68.4万円（21　69.5万円、20　65.7万円）

H22 61,886人　　H21 62,452人　　Ｈ20　63,171人

※全会計の市債現在高　８３９億１,７１６万円（21　８４４億９,３８０万円）　△０.7％

　　 住民１人当たりの市債額（全会計）　135.6万円（21  135.3万円、20  127.1万円）

　当初予算の規模等

市 税

地 方 交 付 税

市 債

特 別 会 計

企 業 会 計

計

一 般 会 計
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　　主な歳出のポイント（一般会計）

(1) ５９億４,３７０万円（21　６０億１,３１９万円）　△６,９４９万円

対前年度　△１.２％

５４億６７８万円（21　５４億９,２６５万円）　△１.６％　　〔地方財政計画　△２.０％〕

※職員数（一般会計）　７０９人（21　７２７人）　△１８人、△２.５％　　

６,５０５万円（21　６,２６５万円）　３.８％増

※市長報酬10%、副市長・教育長5%カット（21　市長15%、副市長・教育長10%カット）

１億６,１９３万円（21 １億６,４４８万円）　△１.６％

３億９９４万円（21　２億９,３４０万円）　５.６％増

※その他委員数　　3,693人（21 3,219人）

(2) ２０億４,４６０万円（21　４１億８,５１５万円）　△２１億４,０５５万円

対前年度　　△５１.１％ 　〔地方財政計画　△１５.０％〕

○普通建設事業費 ２０億４,４６０万円（21　４１億８,０８６万円）　△２１億３,６２６万円

対前年度　　△５１.１％

※ブロードバンドネットワーク整備事業　4,540万円（21　17億4,538万円) △16億9,998万円

○災害復旧費 ０万円（21　４２９万円）　皆減

(3) ９５億３,４９８万円（21　８７億５,１８９万円）　７億８,３０９万円増

（扶助費を除く） 対前年度　８.９％増　　〔地方財政計画　０.０％〕

◆主なもの

○物件費 ５０億５,２４２万円（21　４８億４,１９２万円）　２億１,０５０万円増

対前年度　　４.３％増

○補助費等 ３５億４,５３８万円（21　３３億３,０７２万円）　２億１,４６６万円増

対前年度　８.５％増

※京都地方税機構への負担金　３,９２９万円

※病院事業への補助金（繰出金) が病院改革プランに基づき増加

８億５,１９８万円（21　８億３,８１０万円) 　１,３８８万円増

引き続き、産業・雇用総力支援策を最優先課題として実施

〔主な産業・雇用総力支援策〕

　・中小企業緊急雇用安定助成金（あんしん雇用環境づくり）

１億４,０００万円（21　６,９４４万円) 　７,０５６万円増

○職員給与　　　

○市長等

○議員

人 件 費

○その他委員

投 資 的 経 費

一 般 行 政 経 費

 ※主な普通建設事業
・ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸ整備事業 4,540万円 ・市道新設改良事業 3億5,699万円
・集会施設整備事業 3,171万円 ・(仮称)ふるさと活性広場整備事業 1億2,430万円
・KTR峰山駅舎利便性向上事業 2,333万円 ・多機能型消防自動車整備事業 3,300万円
・(仮称)大宮北保育所整備事業 1億9,130万円 ・急傾斜地崩壊対策事業 3,090万円
・久美浜保育所改修事業  1億  490万円 ・内水処理対策事業 1億   10万円
・峰山ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ整備工事 1億6,000万円 ・街並み環境整備事業 5,514万円
・農村災害対策整備事業 1億1,936万円 ・小学校施設耐震化事業 1,786万円
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　・商工業経営安定利子補給金（あんしん借換資金等利子補給）

１億５,２００万円（21　８,０５９万円) 　７,１４１万円増

　・信用保証料補助金

６,０００万円（21　５,０００万円) 　１,０００万円増

　・地域雇用環境整備特別対策事業

１億２０８万円（21　５,０００万円) 　５,２０８万円増

○投資及び出資金 ２億４,０００万円（21　２億４,０００万円）　

※上水道統合化事業への出資

○積立金 ６億５,８７７万円（21　３億１,４５０万円) 　３億４,４２７万円増　

※合併特例措置逓減対策準備基金の創設　２億５,０００万円 

※地域振興基金積立金の増額　４億円（21　３億円）

(4) ３８億５,８１９万円（21　２９億９,２８８万円）　８億６,５３１万円増
対前年度　２８.９％増

・子ども手当支給事業の創設　１１億４,６２２万円

※児童手当支給事業　7,742万円（21　4億6,021万円) △3億8,279万円

・生活保護費支給事業　６億９,３３４万円（21　６億５,９７４万円）　３,３６０万円増

対前年度　５.１％増

・障害福祉サービス事業　８億９,５７１万円（21　８億２,４６７万円）　７,１０４万円増

対前年度　８.６％増

(5) ２億２,３８２万円（21　１億８,６３１万円）　３,７５１万円
対前年度　２０.１％　　　〔地方財政計画　△０.０％ 〕

(6) ２４億１,０６４万円（21　２１億２,２５８万円）　２億８,８０６万円
対前年度　１３.６％増　　 〔地方財政計画　１.３％ 〕

1億3,000万円（21　7,250万円) 　5,750万円増

※公共下水道事業特別会計の借入金元利償還等の伸びによる増

6億600万円（21　5億2,600万円) 　8,000万円増

※国民健康保険事業特別会計繰出金の増

3億4,716万円（21　1億9,664万円) 　1億5,052万円増

(7) ５３億２,４０７万円（21　５７億７９９万円）　△３億８,３９２万円
対前年度　△６.７％増　　 〔地方財政計画　０.８％ 〕

　　基金での財源確保

○ （21   ６億４,０００万円）

○ （21 　２億 　８２４万円）

（21　 ８億４,８２４万円）

※予算編成時において、未確定歳入の代替財源として計上、年度内で復元努力

財 政 調 整 基 金 の 取 り 崩 し １億円　

２億７,５４２万円　計

その他特定目的基金の取り崩し １億７,５４２万円　

維 持 補 修 費

扶 助 費

※工業用地造成事業特別会計の借入金元利償還に伴う増
     （一般会計からの繰出しで補てん）

繰 出 金

公 債 費
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　　合併特例措置逓減に対応するための準備基金を創設

⇒　合併特例措置逓減のため、後年度の財政負担を考慮し、合併特例措置逓減対策準備基金を創設

　　 住民１人当たりの基金額（一般会計）　6.4万円（21 5.7万円、20　5.3万円）

　　京丹後市発足時と比較し、市債現在高が約４４億円減少

⇒　後年度の財政負担を考慮し、市債借入抑制、繰上償還の実施により地方債残高の減少に努めた。

　一般会計の市債現在高は、平成２２年度末で４２３億４,７２４万円と見込んでおり、平成２１年度末市債
現在高見込みと比較し、△１０億４,２１５万円（△２.４％）となり、京丹後市合併時に比べ約４４億円の減
少となる。
　※２０年度末から２１年度末見込への増加は、ブロードバンドネットワーク整備事業の借り入れ１７億２千万円
　 　によるもの。

　一般会計の基金現在高は、平成２２年度末で３９億３,１６６万円と見込んでおり、平成２１年度末基金
現在高見込みと比較し、３億８,３３６万円（１０.８％）増となり、京丹後市合併時に比べ約１２億円の増加
となる。
　※平成18年度末の一時的増加については、蒲井・旭地域振興基金4億7千万円によるもの。

市債現在高
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　　国の２１年度臨時交付金を最大限に活用して大規模な投資的経費を確保

２２年度投資的経費（一般会計） ２０.４億円

＜対前年度　△２１.４億円、△５１.１％＞　〔地方財政計画　△１５.０％〕

当初予算以外の実質的な投資的経費 ２４.７億円

（臨時交付金繰越分　６.３億円、その他事業繰越等分　１８.４億円）

　合計　　４５.１億円

⇒ 　ブロードバンドネットワーク整備事業など大型の普通建設事業が大幅に減額し
たため、２２年度当初予算における投資的経費は△５１.１％となっているが、臨時
交付金等により、約２５億円規模の『投資的経費』の執行が可能となり、２２年度
の実質的な投資的経費は４５.１億円となる

投資的経費の推移（当初予算比較）
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※１６年度は打切決算に伴う旧町繰越分は除く、２０年度は骨格型予算

計　　45.1億円
大規模な投資的経費を確保

・経済危機対策及びきめ細かな臨時交
　付金繰越分　6.3億円
・その他事業繰越等分　18.4億円
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